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2026年 1月 30日 

 

規制のサンドボックス制度、グレーゾーン解消制度及び新事業特例制度の 

活用結果（令和 7年 10月～12月） 
～「事業者単位」の規制改革状況について～ 

 

規制のサンドボックス制度、グレーゾーン解消制度及び新事業特例制度について、 

令和 7年 10月～12月の間に、経済産業省が主務大臣となった件数等を取り纏めました。 

 

1．認定又は回答状況 

令和 7 年 12 月末時点における規制のサンドボックス制度の認定件数と、グレーゾーン解消制

度及び新事業特例制度の回答件数は下記の表のとおりです。 

 

 

認定又は回答の件数（事業者数） 

7年 10月～12月 
令和 7年度累計 

（7年 4月～12月） 
総累計 

規制のサンド

ボックス制度 

0件（0） 

うち中小企業 0件（0） 

0件(0) 

うち中小企業 0件（0） 

21件(23) 

うち中小企業 9件（9） 

グレーゾーン 

解消制度 

6件（6） 

うち中小企業 5件（5） 

12件（12） 

うち中小企業 10（10） 

299件(305) 

うち中小企業件 188件（190） 

新事業特例

制度 

0件（0） 

うち中小企業 0件（0） 

0件（0） 

うち中小企業 0件（0） 

16件（28） 

うち中小企業 7件（14） 

合計 
6件（6） 

うち中小企業 5件（5） 

12件（12） 

うち中小企業 10件（10） 

336件（356） 

うち中小企業 204件（213） 

 

注）規制のサンドボックス制度については、認定の件数を掲載。 

グレーゾーン解消制度及び新事業特例制度については、回答の件数を掲載。 
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2．認定又は回答を行った案件（令和 7年 10月～12月） 

番

号 
区分 事業名 

関係法令 

（所管省庁） 
事業概要等 

1 
グレーゾーン

解消制度 
健康管理アプリの提供 

（9月 16日申請、10月 8日回答） 

保険医療機関及び保

険医療養担当規則 

（厚労省） 

https://www.meti.go.jp/

policy/jigyou_saisei/kyo

usouryoku_kyouka/shin

jigyo-

kaitakuseidosuishin/pr

ess/251008_yoshiki.pdf 

2 
グレーゾーン

解消制度 

補助金活用型経営コンサルティングの提供

（9月 30日申請、10月 10日回答） 

行政書士法 

（総務省） 

https://www.meti.go.jp/

policy/jigyou_saisei/kyo

usouryoku_kyouka/shin

jigyo-

kaitakuseidosuishin/pr

ess/251010_yoshiki.pdf 

3 
グレーゾーン

解消制度 

３Dプリンタで作成した鉄道車両模型の販

売事業 

（10月 31日申請、11月 21日回答） 

著作権法 

（文部科学省） 

商標法 

（経産省） 

https://www.meti.go.jp/

policy/jigyou_saisei/kyo

usouryoku_kyouka/shin

jigyo-

kaitakuseidosuishin/pr

ess/251121_yoshiki.pdf 

4 
グレーゾーン

解消制度 

国・地方自治体の行政機関との契約に 

おける電子契約サービスの提供 

（11月 13日申請、12月 5日回答） 

電子署名法 

（デジタル庁、法務省） 

会計法 

（財務省） 

地方自治法 

（総務省） 

https://www.meti.go.jp/

policy/jigyou_saisei/kyo

usouryoku_kyouka/shin

jigyo-

kaitakuseidosuishin/pr

ess/251205_yoshik.pdf 

5 
グレーゾーン

解消制度 

給与前払いサービスの提供 

（11月 17日申請、12月 5日回答） 

貸金業法 

（金融庁） 

https://www.meti.go.jp/

policy/jigyou_saisei/kyo

usouryoku_kyouka/shin

jigyo-

kaitakuseidosuishin/pr

ess/251205_2_yoshiki.p

df 

6 
グレーゾーン

解消制度 

国・地方自治体の行政機関との契約に 

おける電子契約サービスの提供 

（12月 1日申請、12月 23日回答） 

電子署名法 

（デジタル庁、法務省） 

会計法 

（財務省） 

地方自治法 

（総務省） 

https://www.meti.go.jp/

policy/jigyou_saisei/kyo

usouryoku_kyouka/shin

jigyo-

kaitakuseidosuishin/pr

ess/251223_yoshiki.pdf 

 

注１）経済産業省が所管省庁である案件のみ掲載。 

注２）規制のサンドボックス制度については、認定した案件を掲載。 

グレーゾーン解消制度及び新事業特例制度については、回答した案件を掲載。 

 

 


